
医療連携体制・かかりつけ医、医師確保との関係について

資料 １



医療提供体制に関する意見（抄） 

 

平成１７年１２月８日 

社会保障審議会医療部会 

 

４．医療機能の分化連携の推進 

 

４－１ 医療計画制度の見直し 

 

○ 住民・患者が安心して日常生活を過ごすために必要な患者本位の医療サービスの基盤づくりを目指した医療計画制

度の見直しを行う。その際の考え方としては、自分が住んでいる地域の医療機関で現在どのような診療が行われてお

り、自分が病気になったときにどのような治療が受けられ、そして、どのように日常生活に復帰できるのか、また、

地域の保健医療提供体制の現在の姿はどうなっており、将来の姿はどう変わるのか、変わるために具体的にどのよう

な改善策が必要かということを、都道府県が作成する医療計画において、住民・患者の視点に立って分かりやすく示

すことを原則とした見直しとする。 

 

○ 医療計画の記載事項に、主要な事業（がん対策、脳卒中対策、急性心筋梗塞対策、糖尿病対策、小児救急を含む小

児医療対策、周産期医療対策、救急医療対策、災害医療対策及びへき地医療対策をいう。）に係る医療連携体制を追

加する。 

 

○ 見直し後の新しい医療計画制度によって、地域の医療機能の適切な分化・連携を進め、急性期から回復期、慢性期

を経て在宅療養への切れ目のない医療の流れを作り、患者が早く自宅に戻れるようにすることで、患者の生活の質（Ｑ

ＯＬ）を高め、また、必要かつ十分な医療を受けつつトータルな治療期間（在院日数を含む。）が短くなる仕組みを

つくる。 

 

 



４－２ 在宅医療の推進 

 

○ 在宅医療は、患者の生活の質（ＱＯＬ）の維持向上という観点から、乳幼児から高齢者まで全世代を対象として、

その推進がなされるべきものである。もとより、入院医療が望ましい場合や、患者や家族が在宅での療養を望まない

場合にまで強要される性格のものではなく、介護保険等の様々な施策との適切な役割分担・連携も図りつつ、患者・

家族が希望する場合の選択肢となり得る体制を地域において整備することが重要である。 

 

○ 特に、高齢化の進展が著しい我が国において、高齢者に対する医療をどう確保していくか、とりわけ、人としての

尊厳の保持という観点も踏まえ、終末期医療を含む在宅医療をどう確保していくかは、今後の大きな課題である。 

具体的には、高齢者が、できる限り住み慣れた家庭や地域で療養しながら生活を送れるよう、また、身近な人に囲

まれて在宅での死を迎えることを選択できるよう、支援する体制の構築を一層推進する必要がある。 

 

４－３ かかりつけ医等の役割 

 

○ かかりつけ医について、国民が身近な地域で日常的な医療を受けたり、あるいは健康の相談等ができる医師として、

国民にわかりやすくその普及・定着を図る必要がある。かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師についても、それぞれ

の役割が果たせるように、その普及・定着を図る必要がある。 

 

○ 主要な事業ごとの医療連携体制を構築し、地域において実際に連携がなされるためには、かかりつけ医が、患者の

病状に応じて適切な医療機関を紹介することをはじめ、常に患者を支える立場に立って重要な役割を担うこと、また、

診療時間外においても患者の病態に応じて患者又はその家族と連絡がとれるようにするなど適切に対応すること、が

求められる。 

 

○ 患者の視点に立って、どのようなかかりつけ医の役割が期待されるか、また、その機能を発揮するために、サポー

ト体制を含め何が必要か等、各地域での医療連携が適切に行われるよう、かかりつけ医のあり方について、引き続き

検討していく必要がある。 



医療計画の見直し等を通じた医療機能の分化・連携の推進（改正医療法）

医療計画を通じ、がん、脳卒中、小児救急医療などの主要な事業ごとに医療連携体制を構築

することによって、医療機関相互の連携の下で、適切な医療サービスが切れ目なく提供され、早

期に在宅生活に復帰できるようにする。

○ 都道府県が作成する医療計画の

見直しにより、脳卒中、がん、小児

救急医療など事業別に、地域の医療

連携体制を構築する。

○ 地域の医療連携体制内においては、

地域連携クリティカルパスの普及等

を通じて、切れ目のない医療を提供

する。

医療機能の分化・連携の推進
による切れ目のない医療の提供

○ 国の基本方針(新たに法律に規定)による

ビジョンの提示

○ 事業別に、地域の実情に応じ関係計画との

整合性を勘案し、分かりやすい指標と数値

目標を住民・患者に明示し、事後評価できる

仕組みにする。

○ 事業ごとに医療連携体制を具体的に医療計画

に位置付け、住民・患者に医療機関や連携の

状況を明示する。

○ 医療機能調査の上、住民、医療関係者、介護

サービス事業者等と協議して医療連携体制を

構築。

具 体 的 内 容
～以下の医療計画に関する基本的枠組みを医療法に規定～



  階層型構造の医療提供体制から住民・患者の視点に立った医療連携体制への転換   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《新たな医療計画制度での医療連携体制の考え方》 

（１）患者を中心にした医療連携体制を構想。 

（２）主要な事業ごとに柔軟な医療連携体制を構想。 

（３）病院の規模でなく医療機能を重視した医療連携体制

を構想。 

“現在の医療計画制度の問題点” 

（１）患者の実際の受療行動に着目するのではなく、医療

提供サイドの視点で構想。 
（２）地域の疾病動向を勘案しない量的な視点を中心に構想。 
（３）地域の医療機関が担える機能に関係なく、結果として大病院を

重視することとなる階層型構造を念頭に構想。 

 
 

かかりつけ医機能 

（診療所・一般病院） 

専門的な

治療を行う

機   能

介護・福祉 
サービス 
機 能 

回 復 期 
リハビリ 
機  能

療 養 を 
提供する 
機  能

〔これまでの医療計画の考え方〕 〔新しい医療計画の考え方（イメージ）〕 

３次医療：先進的な技術や特殊な医療、

発生頻度が低い疾病に関する

ものなどの医療需要に対応し

た医療 

１次医療：普段からの健康相談が受けられる、かか

りつけ医を中心とした地域医療体制の確立

を目指した医療 

 

２次医療：入院治療を主体とした医療活動が

おおむね完結する医療 

主要な事業ごとに医療機関

の医療機能（医療連携体制）

が明示されることで患者の

安心感を確保。 

救急医療の

機   能
住  民 

患  者 


